
新潟県喀痰吸引等業務の登録申請等に関する要綱 

 

                              制定  平成24年２月６日 

一部改正  令和７年４月１日 

 

（趣旨） 

第１条 「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和 62年法律第 30号。以下｢法｣という。）、「社会福

祉士及び介護福祉士法施行令」（昭和 62 年政令第 402 号。以下｢施行令｣という。）、「社会福祉

士及び介護福祉士法施行規則」（昭和 62年厚生省令第 49号。以下｢省令｣という。）、「介護サー

ビスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」（平成 23 年法律第 72 号。以下

｢改正法｣という。）及び「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則の一部を改正する省令」（平成

23年厚生労働省令第 126号。以下「改正省令」という。）に規定する登録喀痰吸引等事業者（登

録特定行為事業者）、認定特定行為業務従事者、登録研修機関の登録申請等に関し、法令に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（喀痰吸引等業務及び特定行為業務の登録の申請及び登録） 

第２条 法第 48条の３第１項及び第２項又は法附則第 27条の規定による申請をしようとする者

は、「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書」（別記様式１－１）に別表１

に掲げる書類を添えて知事に提出するものとする。 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法第 48 条の５第１項に掲げる要件の全てに適合し

たとき知事は、法第 48条の５の規定に基づき、「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）

登録簿」（別記様式２）により登録するものとする。 

 

（登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の登録更新の申請） 

第３条 前条の規定により喀痰吸引等業務の登録又は特定行為業務の登録を受けた者（以下「登

録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）」という。）であって、喀痰吸引等の行為又は法附

則第３条の特定行為の追加にかかる登録の申請をしようとするものは、法第 48 条の３第１項

及び第２項又は法附則第 27条の規定に基づき、「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）

登録更新申請書」（別記様式３－１）により知事に提出するものとする。 

 

（登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の変更登録の届出） 

第４条 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）は、法第 48条の３第２項第１号から第３

号までに掲げる事項を変更しようとするときは、変更しようとする日の 10日前までに、「登録

喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）変更登録届出書」（別記様式３－２）を、法第 48条

の６第１項の規定に基づき、知事に提出するものとする。 

２ 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）は、法第 48条の３第２項第４号に掲げる事項

を変更しようとするときは、変更した日の 10日以内に、「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行

為事業者）変更登録届出書」（別記様式３－３）を、法第 48条の６第１項の規定に基づき、知

事に提出するものとする。 

 



（登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の登録辞退の届出） 

第５条 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）は、喀痰吸引等業務（登録特定行為事業

者にあっては特定行為業務）を行う必要がなくなったときは、法第 48 条の６第２項の規定に

基づき、登録を辞退する日の 30 日前までに、「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）

登録辞退届出書」（別記様式３－４）を知事に提出するものとする。 

２ 前項の規定による届出があったときは、当該登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）

の登録は、その効力を失うものとする。 

 

（登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の登録の取消し） 

第６条 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）が、次の各号のいずれかに該当するとき

は、知事は法第 48条の７の規定に基づき、その登録を取り消し、又は期間を定めて喀痰吸引等

業務（特定行為業務）の停止を命ずることができるものとする。 

(1) 法第 48条の４各号（第３号を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき 

(2) 法第 48条の５第１項各号に掲げる要件に適合しなくなったとき 

(3) 法第 48条の６第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき 

(4) 虚偽又は不正の事実に基づいて登録を受けたとき 

 

（認定特定行為業務従事者認定証の交付申請、交付及び登録） 

第７条 省令附則第５条の規定による申請をしようとする者は、省令別表第一号及び第二号研修

修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証交付申請書（省令別表第一号、第二号研修

対象）」（別記様式５－１）に、省令別表第三号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事

者認定証交付申請書（省令別表第三号研修対象）」（別記様式５－２）に別表２に掲げる書類を

添えて知事に提出するものとする。 

２ 前項の規定によりを申請した者が、法附則第 11条第２項の要件に適合するときは、知事は、

省令別表第一号及び第二号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証（省令別表

第一号、第二号研修修了者）」（別記様式４－１）を、省令別表第三号研修修了者にあっては、

「認定特定行為業務従事者認定証（省令別表第三号研修修了者）」（別記様式４－３）を交付し、

「認定特定行為業務従事者認定登録簿」（別記様式６）により登録するものとする。 

 

（認定特定行為業務従事者認定証の変更の届出） 

第８条 認定特定行為業務従事者は、省令附則第５条各号に掲げる事項に変更があったときは、

省令附則第７条の規定により、変更した日から 10日以内に、「認定特定行為業務従事者認定証

変更届出書」（別記様式７－１）を知事に提出するものとする。 

２ 前項の規定により届出をしようとする者は、次の各号のいずれかを変更したときは、「認定特

定行為業務従事者認定証書換申請書」（別記様式７－２）を併せて知事に提出するものとする。 

(1) 申請者の氏名 

(2) 喀痰吸引等研修を修了した特定行為 

 

（認定特定行為業務従事者認定証の再交付申請） 

第９条 認定特定行為業務従事者は、省令附則第８条第１項の規定に基づき、認定特定行為業務



従事者認定証を汚損し、又は失ったときは、「認定特定行為業務従事者認定証再交付申請書」

（別記様式８）を、汚損した場合にあっては当該認定特定行為業務従事者認定証を添えて、知

事に提出するものとする。 

 

（特定行為の業務停止及び認定特定行為業務従事者認定証の返納） 

第 10 条 知事は、認定特定行為業務従事者が次の各号のいずれかに該当する場合には、法附則

第 11条第４項の規定に基づき、「認定特定行為業務従事者認定証認定取消書」（別記様式９）に

より、期間を定めて特定行為の業務を停止し、又はその認定特定行為業務従事者認定証の返納

を命ずることができるものとする。 

(1) 法附則第 11条第３項各号（第５号を除く。）のいずれかに該当するに至った場合 

(2) 前号に該当する場合を除くほか、特定行為の業務に関し不正の行為があった場合 

(3) 虚偽又は不正の事実に基づいて認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けた場合 

２ 前項の規定により返納を命ぜられた認定特定行為業務従事者は、施行令附則第４条第１項の

規定に基づき、返納を命ぜられた日から 10日以内に、知事にこれを返納するものとする。 

３ 第１項の規定に基づいて、他の都道府県知事から認定特定行為業務従事者認定証の交付を受

けた認定特定行為業務従事者に対し、期間を定めて特定行為の業務を停止した場合は、「業務停

止処分に関する都道府県間連絡通知」（別記様式 10－１）により、認定特定行為業務従事者認

定証の返納を命ずることが適当と認める場合は、「認定証返納処分に関する都道府県間連絡通

知」（別記様式 10－２）により、施行令附則第４条第２項及び第３項の規定に基づき、当該他

の都道府県知事に通知するものとする。 

 

（認定特定行為業務従事者認定の辞退等） 

第 11条 第７条又は第 16条の規定により認定を受けた者が、喀痰吸引等業務を行う必要がなく

なったときは、交付を受けた認定特定行為業務従事者認定証を添えて、認定を辞退する理由が

発生した日から 10 日以内に、「認定特定行為業務従事者認定辞退届出書」（別記様式 11－１）

を知事に提出するものとする。 

２ 認定特定行為業務従事者が省令附則第８条の２第１項各号のいずれかに該当するに至った

場合には、当該各号に掲げる者は、遅滞なく、「認定特定行為業務従事者死亡等届出書」（別記

様式 11－２）を知事に届け出るものとする。なお、同条同項第１号による届出には、認定特定

行為業務従事者認定証を添付するものとする。 

 

（登録研修機関の登録申請） 

第 12 条 法附則第 13 条の規定による申請をしようとする者は、省令附則第 10 条第１項の規定

に基づき、「登録研修機関登録申請書」（別記様式 12－１）に別表３に掲げる書類を添えて知事

に提出するものとする。 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第 15条第１項及び省令附則第 11条に掲げる

要件の全てに適合し、法附則第 14 条の各号のいずれにも該当しないときは、知事は法附則第

15条第２項の規定に基づき、「登録研修機関登録簿」（別記様式 13）に登録するものとする。 

 

 



（登録研修機関の登録の更新等） 

第 13条 前条により登録を受けた者（以下「登録研修機関」という。）は、前条第２項各号（第

１号を除く。）の内容を更新するときは、法附則第 16条及び施行令附則第６条の規定に基づき、

５年ごとに、「登録研修機関登録更新申請書」（別記様式 14－１）を知事に提出するものとする。 

２ 登録研修機関が、前項の規定による更新を受けなかったときは、その期間の経過によってそ

の効力を失うものとする。 

３ 登録研修機関は、登録された内容に変更があったときは、法附則第 18条に基づき、あらかじ

め「登録研修機関変更登録届出書」（別記様式 14－２）を知事に提出するものとする。 

４ 登録研修機関は、登録された業務規程の内容に変更があったときは、法附則第 19 条第１項

の規定に基づき、喀痰吸引等研修の業務の開始前に、「登録研修機関業務規程変更届出書」（別

記様式 15）を知事に提出しなければならない。 

 

（登録研修機関の休廃止） 

第 14 条 登録研修機関が、喀痰吸引等研修の業務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようと

するときは、法附則第 20 条及び省令附則第 15 条の規定に基づき、「登録研修機関休廃止届出

書」（別記様式 16）を、登録を休廃止する日の 30日前までに、知事に提出するものとする。 

 

（登録研修機関の登録の取消し） 

第 15条 登録研修機関が、次の各号のいずれかに該当するときは、知事は法附則第 23条の規定

に基づき、その登録を取り消し、又は期間を定めて喀痰吸引等研修の業務の全部若しくは一部

の停止を命ずることができるものとする。 

(1) 法附則第 14条各号（第三号を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき 

(2) 法附則第 18条から第 20条までの規定に違反したとき 

(3) 法附則第 21条の規定による適合命令又は法附則第 22条の規定による改善命令に違反した

とき 

(4) 法附則第 25条において準用する法第 17条の規定に違反したとき 

(5) 虚偽又は不正の事実に基づいて登録を受けたとき 

 

（認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）の交付申請、交付及び登録） 

第 16条 改正法附則第 14条第１項の規定による知事の認定を受けようとする者は、改正省令附

則第４条の規定により、「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書」（別記様式

17－１）に別表４に掲げる書類を添えて知事に提出するものとする。 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第 11 条第２項に規定する喀痰吸引研修の課

程を修了した者と同等以上の知識及び技能を有すると知事が判断したときは、改正法附則第 14

条第２項の規定に基づき、「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置・不特定多数の者対象）」

（別記様式 18－１）又は「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置・特定の者対象）」（別記

様式 18－２）を交付し、「認定特定行為業務従事者認定登録簿」（別記様式６）に登録するもの

とする。 

 

 



（申請方法） 

第 17条 第２条から 16条について申請するときは、必要な書類を郵送、直接持参又は新潟県電

子申請システムにより届け出るものとする。 

 

（公示） 

第 18条 知事は次の各号に該当するときは、法第 48条の８の規定に基づき、公示するものとす

る。 

(1) 登録をしたとき 

(2) 法第 48条の６第１項又は法附則第 18条の規定による届け出（氏名若しくは名称若しくは

住所又は事業所の名称若しくは所在地に係るものに限る。）があったとき 

(3) 法第 48条の６第２項又は法附則第 20条の規定による届け出があったとき 

(4) 法第 48 条の７規定により登録を取り消し、又は喀痰吸引等業務（特定行為業務）の停止

を命じたとき 

 

（関係機関への情報提供） 

第 19条 知事は、第２条から前条までの規定による登録等に関し、国、市町村に対して情報を提

供することができるものとする。 

 

（その他） 

第 20条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は別に定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成 24年２月６日から施行する。ただし、別記様式１、別記様式３－１、別記様

式５－１、別記様式５－２、別記様式５－３及び別記様式８の証紙貼付用紙については、平成 24

年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成 24年 11月 27日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和元年 12月 14日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 



 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


